
大野 洋子 

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

１ 質の高い学校給食の実現を         （４０分）                           

 

私たちの記憶に残る食卓には、焼く・煮る・盛り付けるといった誰か

の工夫や想いが込められています。行事食や季節の献立には、文化や地

域らしさが表れます。 

学校給食は、こどもたちが「誰かと食卓を囲む」ことの意味を学ぶ大

切な機会です。教育の一環でもあり、こどもたちの食体験としての質が

十分に確保されているのかという視点が求められています。 

今年度も学校訪問の機会をいただき、こどもたちと一緒に給食を食べ

てまいりました。校長先生のお考えや学校の様子、何よりこどもたちが

給食を楽しみしていることを実感できました。               

学校給食センターは、現在の維持管理業務・運営委託が令和 9年度で

終了することから、その後の運営手法について調査検討を行っていると

思います。                       

そこで、改めて学校給食の果たす役割と、将来を担うこどもたちの健

康な身体作りについてのお考えをうかがいます。                    

近年、物価高騰による家計の圧迫が続く中、食育の充実や安全性の確

保から、学校給食がこどもたちにとっての「安心で栄養のある食事」と

して注目されています。         

これまでも食材の安全性については、学校給食衛生管理基準に基づ

き、添加物や放射能等への配慮もなされていることは承知しております

が、「安心」という視点から加工食品の使用について心配しています。    

主菜となるハンバーグやコロッケは、センターの構造上手作りは難し

いため加工品を使用しているとのことでした。 

手作りであれば、原材料の発注段階で精査することが可能となります

が、加工された食品は、使われている原料の追跡可能性（トレーサビリ

ティ）が確保できません。 

これを可能にするための製造ラインや人件費は、教育環境の整備にあ

たるものと捉えております。           

運営手法の調査検討による本事業の成果と課題の報告、そして、今後

の方向性について質問いたします。 

 

（１） 運営体制の見直しと将来のあり方について 

  ア 学校給食センター運営手法調査検討事業の成果と課題 

  イ 契約終了後の運営方式の検討状況と評価の視点 

  ウ 市民や現場の声の反映方針 

（２） 給食の質・安全性の確保と改善について 

  ア 主菜の自家調理化の可能性と設備・人員の見通し 

  イ 物価高騰下での安心・安全な食材調達の工夫 

  ウ 地域との連携による給食モデルの将来的なビジョン 

市 長 

教育委員会教育

長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大野 洋子 

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

２ 除染土壌の再利用及び市内埋設土壌の管理について 

（２０分） 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い発生した除染土壌につい

ては、2045年までに福島県外で最終処分を行うことが法律で定められて

おり、国は放射性物質濃度が一定基準以下のものについて、公共工事等

での再生利用を進める方針を示しています。 

本市では、令和 2年 6月議会において「公共工事における再生資源化

した除染土壌の利用は考えていない」また、令和 5年 3月議会において

は「除去土壌の再利用に関する安全性については、十分な判断ができな

い状況」と答弁されています。 

しかしその後、国においては福島県外での実証事業の検討・計画が進

められ、除染土壌の再生利用が、制度上・運用上の選択肢として現実化

しつつあります。 

また、本市では、平成 23年当時に実施した除染により発生した土壌

が、市庁舎敷地内及び太田ヶ谷地区の 2か所に埋設・管理されていると

承知しています。特に太田ヶ谷地区については、将来的な開発や掘削工

事等に伴う管理リスクが懸念されます。 

除染土壌は、再利用するか否か以前に、拡散させないこと、確実に管

理し続けることが、自治体に求められる基本姿勢であると考えます。以

上を踏まえ、以下について伺います。 

（１） 除染土壌の再利用をめぐる国の動向と、公共工事への影響につ

いて 

ア 国における除染土壌再利用の最新動向の認識 

イ 公共工事における、仕様書・契約・施工管理等での対応 

（２） 市内に埋設されている除染土壌の管理及び情報共有について 

ア 除染土壌の台帳の共有と活用 

イ 太田ヶ谷地区の開発や掘削工事等における安全性 

ウ 市庁舎敷地内への集約についての検討 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


